第３章　人口
概況　
　昭和57年10月１日現在、大阪府の人口は854万5501人である。 56年10月１日からの１年間で３万7610人増加し、0.44パーセントの増加率を示した。
　人口増加数は、45年以来連続して前年の数字を下回ってきたが、昨年は12年ぶりに前年を上回り、今回更に3165人増え２年続けての増勢となった。
　人口増加を、出生と死亡の差である自然増加と、転入と転出の差である社会増加に分けてみると、56年から57年の自然増加は６万2556人、増加率では0.73パーセント増となった。一方、社会増加数は２万4946人減少し、増加率では0.29パーセント減となっている。
　なお、これらの推移をみると、自然増加は47年の約14万人をピークに徐々に低下を続け、その後の出生率の低下にともない、52年には10万人を、56年には6万5754人と７万人台をそれぞれ下回り、57年には更に前年より3198人少なくなった。また、社会増加は48年に転出超過に転じて以来、その後マイナス数を拡大してきたが、54年のマイナス5万2000人をピークに年々縮小し、57年はマイナス２万5000人にまで回復してきている。
　昭和57年10月１日現在の世帯数は、282万8327世帯であり、この１年間で2万9475世帯、1.05パーセント増加し人口の伸び率を上回っている。また、一世帯当り人員も縮小傾向にあり、世帯の小規模化か続いている。
　転入と転出
　住民基本台帳による大阪府の転入転出をみると、昭和56年（１月から12月）の大阪府への転入者数は、前年と比べ、2879人下回って22万4517人となった。一方、転出者数は前年と比べ１万101人減の25万7929人となり、その結果転入転出の差は３万3412人の転出超過で６年ぶりに４万人台を割った。
　大阪府の転入は、全国的にみると、東京都の48万８千人、神奈川県の27万９千人についで第３位、転出では、東京都の55万２千人についで第２位である。
　また、48年に転出超過に転じて以来その幅を増大させてきたが、53年から縮小傾向にある。
　地域別人口
　昭和57年10月１日現在の府下の地域別人口は、大阪市地域が262万3124人で最も多く、次いで、北河内地域116万704人、泉北地域109万7184人、三島地域103万6582人､中河内地域86万9565人、豊能地域64万1501人、南河内地域60万1174人、泉南地域51万5667人の順となっている。
　これを構成比でみると、大阪市地域が30.7パーセントで前年に比べ0.3ポイントとその割合を更に低下させている。次いで、北河内地域13.6パーセント、泉北地域12.8パーセント、三島地域12.1パーセント、中河内地域10.2パーセント、豊能地域7.5パーセント、南河内地域7.0パーセント、そして、泉南地域の6.0パーセントとなっている。
　また、56年から57年の地域別人口増加率は南河内地域が1.53パーセント増と最も高く、次いで、三島地域の1.14パーセント増、泉南地域の1.11パーセント増、豊能地域の0.96パーセント増、北河内地域の0.90パーセント増、中河内地域の0.39パーセント増、泉北地域の0.31パーセント増となっている。一方、大阪市地域は0.46パーセントの減少となっている。
　年齢構造
　昭和55年国勢調査結果から年齢３区分別にみると、50年に比べて、生産年齢人口（15歳から64歳）は、13万789人、2.3パーセント増の578万3300人、年少人口（0歳から14歳）は、5万3409人、2.5パーセント減の206万7583人、老年人口（65歳以上）は11万2687人、22.5パーセント増の61万3361人で全体に占める割合はそれぞれ68.3、24.4、7.2パーセントとなっている。生産年齢人口の比率は40年まで着実に上昇したのち、40年から45年は1.6ポイント、45年から50年は2.6ポイント低下したが、50年から55年は変化はなかった。一方、年少人口の比率は、40年を境として低下から上昇に転じていたが、50年から55年は1.2ポイント低下した。また、老年人口の比率は一貫して上昇を続けており、50年から55年は、さらに1.2ポイントの上昇を示した。
　次に５歳階級別人口をみると、20歳から24歳と25歳から29歳が前回に比べ減少している。25歳から29歳の減少は主として第１次ベビーブーム後の出生率の落ち込みによるものである。
労働力人口
　昭和55年国勢調査結果から労働力状態をみると、15歳以上人口は639万6661人で50年より24万3476人、4.0パーセントの増加でこのうち労働力人口（就業者と失業者を足す）は394万1464人（対50年3.0パーセント増）、非労働力人口は243万7932人（同4.8パーセント増）となった。この結果、労働力率（15歳以上人口に対する割合）は50年の62.2パーセントから61.6パーセントと低下し、一方非労働力率（同）は37.8パーセントから38.1パーセントと0.3 ポイントとわずかな上昇を示した。また、完全失業者は50年の11万8204人から１万2213人、10.3パーセントの増加で13万417人となった。このため完全失業率（労働力人口に対する割合）は3.1パーセントから3.3パーセントへと上昇した。
　次に、年齢階級別就業者の特徴をみると、15歳から19歳、20歳から24歳、25歳から29歳の就業者はいずれも減少し、それぞれ、9.4パーセント、19.3パーセント、24.4パーセントの減少となっている。中でも25歳から29歳で大きな減少を示した。また、産業別就業者の割合では第３次産業就業者はすべての年齢階級で50パーセントを上回っている。
　昼間人口と流動人口
　昭和55年の大阪府の昼間人口は881万1300人で、50年と比べると、21万8710人（2.5パーセント）増加し、昼間人口指数も0.3ポイント上昇し、104.9となった。
　大阪府の昼間における通勤者、通学者は418万6014人で、このうち府外からの流入人口は61万6708人で全体の14.7パーセントを占めている。
　大阪府への流入者を府県別にみると、兵庫県の31万1195人（50.5パーセント）が最も多く、次いで奈良県16万5275人（26.8パーセント）、京都府８万5063人（13.8パーセント）と続き、この３府県で流入総数の91.1パーセントを占めている。
　一方、大阪府に常住し、大阪府外へ通勤、通学している流出人口は20万336人で、50年と比べると、２万4395人（13.9パーセント）増加している。
　大阪府からの流出者を府県別にみると、兵庫県の９万4866人（47.4パーセント）が最も多く、次いで京都府６万5205人（32.5パーセント）、奈良県２万811人（10.4パーセント）と続き、この３府県で流出総数の90.3パーセントを占めている。
　人口の動態
　昭和56年の大阪府における出生数は、10万6456人で、出生率（人口千対）は、12.8 （全国13.0）となっている。これを市町村別にみると、茨木市が16.1で最も高く、次いで箕面市15.7、島本町15.4、吹田市15.3、高石市15.1、枚方市15.0と続き、これら６市町が15.0を超える高い率を示している。また、逆に河南町が8.5と最も低く、豊能町の8.7、田尻町の8.8、太子町の9.5と続き、これら４町が10.0を割っている。一方、56年の本府の死亡数は、４万4380人で、死亡率（人口千対）は5.3（全国6.1）となっており、市町村別では、能勢町の9.6を最高に、岬町7.7､大阪市6.7、田尻町、千早赤阪村6.5と続いており、逆に交野市が3.2と最も低く、枚方市・摂津市・島本町・狭山町の3.5となっている。
　次に、厚生省の簡易生命表によると、昭和56年の日本人の平均寿命は、男子73.79年、女子79.13年で前年に比べ、それぞれ0.47年、0.41年の伸びを示している。なお、大阪府の平均寿命は、昭和55年の地域別生命表（厚生省作成）によると、男子72.96年、女子78.36年となっており、全国で男子33位、女子45位である。
